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(57)【要約】
【課題】各圧電素子と音響制動部材との電気的接続を確
実に確保することのできる超音波探触子の製造方法、超
音波探触子、超音波診断装置を提供する。
【解決手段】バッキング材１００の接合予定面１０４に
複数の貫通孔１０１を形成し、各貫通孔１０１に導電性
ペーストを充填して柱状導電部１０２を形成し、該柱状
導電部１０２の端部に電極基部１０３を形成して研磨し
、スクリーン印刷で電極基部１０３上に微小な凸部１０
６を形成する。一方、圧電基材１１０の接合予定面１１
２に銀焼付け工法で電極層１１４を形成し、該圧電基材
１１０を格子状に切断して複数の圧電素子１１５を形成
し、各圧電素子１１５間の間隙１１６に充填材を充填し
て隔壁部１１７を形成する。そして、前記接合予定面１
０４と接着剤を塗布した接合予定面１１２とを対向させ
、凸部１０６が電極層１１４に突き刺さる態様で音響制
動部材２１と圧電部２２とを圧着する。
【選択図】図４
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　圧電現象を利用することによって電気信号と超音波信号とを相互に変換する複数の圧電
素子が２次元的に配列されてなる圧電部と、超音波吸収材を用いて構成され、前記圧電部
から放射される超音波を吸収する音響制動部材とが積層されてなる超音波探触子の製造方
法であって、
　前記音響制動部材及び前記各圧電素子に電極面をそれぞれ形成するとともに、前記音響
制動部材の電極面及び前記圧電素子の電極面のうち少なくとも一方を微小な凸部を複数備
えた電極面として形成する第１の工程と、
　前記音響制動部材と前記各圧電素子とを前記各電極面同士で接合する第２の工程と
を有する超音波探触子の製造方法。
【請求項２】
　前記第２の工程は、前記音響制動部材の電極面と前記各圧電素子の電極面とを対向させ
、前記各凸部及び前記各凸部との対向部位のうち少なくとも一方が変形する態様で、前記
音響制動部材と前記各圧電素子とを前記各電極面同士で接合する工程である請求項１に記
載の超音波探触子の製造方法。
【請求項３】
　前記第１の工程は、
　　前記音響制動部材に導電性樹脂を用いて前記凸部を複数備えた電極面を形成する工程
と、
　　銀焼付け工法により前記圧電素子に前記電極面を形成する工程と
を含み、
　前記第２の工程は、
　　前記音響制動部材に形成された前記各凸部が前記圧電素子に形成された電極面に突き
刺さる態様で、前記音響制動部材と前記各圧電素子とを前記電極面同士で接合する工程で
ある
請求項２に記載の超音波探触子の製造方法。
【請求項４】
　前記音響制動部材に導電性樹脂を用いて前記凸部を複数備えた電極面を形成する工程は
、
　　前記各圧電素子の配列態様に対応して前記音響制動部材に貫通孔をそれぞれ形成する
工程と、
　　前記各貫通孔に前記導電性樹脂を充填する工程と、
　　前記各貫通孔に形成された各充填体の端部に導電性樹脂を用いて板状の電極基部を形
成する工程と、
　　スクリーン印刷工法により前記電極基部に導電性樹脂を用いて前記凸部を複数形成す
ることにより前記凸部を複数備えた電極面を形成する工程と
を含む請求項３に記載の超音波探触子の製造方法。
【請求項５】
　前記第１の工程は、
　　前記圧電素子の表面に対して粗面化処理を施して凸部を複数形成する工程と、
　　前記粗面化処理が施された前記表面に金属膜を形成することにより前記凸部を複数備
えた電極面を形成する工程と、
　　前記音響制動部材に導電性樹脂又は金属材料を用いて前記電極面を形成する工程と
を含み、
　前記第２の工程は、
　　前記各凸部が圧縮される態様で、前記音響制動部材と前記各圧電素子とを前記電極面
同士で接合する工程である
請求項２に記載の超音波探触子の製造方法。
【請求項６】
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　圧電現象を利用することによって電気信号と超音波信号とを相互に変換する複数の圧電
素子が２次元的に配列されてなる圧電部と、超音波吸収材を用いて構成され、前記圧電部
から放射される超音波を吸収する音響制動部材とが積層されてなる超音波探触子であって
、
　請求項１乃至５の何れかに記載の製造方法により製造された超音波探触子。
【請求項７】
　圧電現象を利用することによって電気信号と超音波信号とを相互に変換する複数の圧電
素子が２次元的に配列されてなる圧電部と、超音波吸収材を用いて構成され、前記圧電部
から放射される超音波を吸収する音響制動部材とが積層されてなる超音波探触子であって
、
　前記音響制動部材に形成された電極面と、
　前記各圧電素子に形成された電極面とを備え、
　前記音響制動部材の電極面及び前記圧電素子の電極面のうち少なくとも一方の電極面に
形成された複数の微小な凸部を介して前記音響制動部材と前記各圧電素子とが前記各電極
面同士で接合されている超音波探触子。
【請求項８】
　被検体に超音波信号を出力し、該被検体により反射された超音波信号を電気信号に変換
して出力する請求項６又は７に記載の超音波探触子と、
　前記超音波探触子から出力される電気信号を受信し、該電気信号に基づき前記被検体の
内部状態の画像を生成する画像処理部と
を備える超音波診断装置。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、超音波を送受信可能な超音波探触子の製造方法に関し、特に、超音波探触子
に備えられる音響制動部材と圧電体との接合技術に関する。
【背景技術】
【０００２】
　超音波は、通常、１６０００Ｈｚ以上の音波をいい、非破壊、無害および略リアルタイ
ムでその内部を調べることが可能であることから、欠陥の検査や疾患の診断等の様々な分
野に応用されている。その一つに、被検体内を超音波で走査し、被検体内から来た超音波
の反射波（エコー）から生成した受信信号に基づいて当該被検体内の内部状態を画像化す
る超音波診断装置がある。
【０００３】
　この超音波診断装置は、医療用では、他の医療用画像装置に較べて小型で安価であり、
そして、Ｘ線等の放射線被爆が無く安全性が高いこと、また、ドップラ効果を応用した血
流表示が可能であること等の様々な特長を有している。このため、超音波診断装置は、循
環器系（例えば心臓の冠動脈等）、消化器系（例えば胃腸等）、内科系（例えば肝臓、膵
臓および脾臓等）、泌尿器系（例えば腎臓および膀胱等）および産婦人科系等で広く利用
されている。
【０００４】
　この超音波診断装置には、被検体に対して超音波（超音波信号）を送受信する超音波探
触子が用いられている。この超音波探触子は、圧電現象を利用することによって、送信の
電気信号に基づいて機械振動して超音波を発生し、被検体内部で音響インピーダンスの不
整合によって生じる超音波の反射波を受けて受信の電気信号を生成する複数の圧電素子を
備え、これら複数の圧電素子が例えばアレイ状に２次元配列されて構成されている。
【０００５】
　そして、これら複数の圧電素子における一方面（背面）には、超音波を吸収する音響制
動部材（音響負荷部材、バッキング層、ダンパ層、音響吸収部材）と呼ばれる部材が設け
られており、また、これら複数の圧電素子のそれぞれに、電気信号を送受信するための配
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線が接続されている。
【０００６】
　この種の超音波探触子に関する技術文献として下記特許文献１～４がある。
【０００７】
　下記特許文献１には、バッキング材に複数の貫通孔を形成して、該貫通孔に信号線をそ
の両端が突出する状態で引き出し、その状態で圧電体とバッキング材とを導電性接着剤に
より接着した後、圧電体の表面側からバッキング層に到達するまでの深さで溝を形成する
ことにより、複数の振動子片を形成する技術が開示されている。
【０００８】
　特許文献２には、複数の圧電振動子と、圧電振動子の信号電極と電気的に接続される複
数の信号ラインが一定方向に並べて形成された複数のプリント基板と、複数のバッキング
材とを備え、前記各プリント基板における前記各信号ラインの一端側に前記各圧電振動子
を一列に実装するとともに、前記各プリント基板上において前記圧電振動子の列に隣接さ
せてバッキング材を設置し、これらのプリント基板を同方向に積層することにより複数の
圧電振動子がマトリックス状に配列されてなる２次元アレイ超音波プローブを製造する技
術が提案されている。
【０００９】
　特許文献３には、音響整合層に積層された共通電極の電極面上に複数の振動子を一定の
空隙を設けた状態でマトリックス状に配列する工程と、各振動子に積層された基板側電極
より基板側（前記音響整合層と反対側）に突き出る態様で前記空隙に高分子材料からなる
壁を形成する工程と、各圧電素子に対応して前記壁の適所に切欠部を形成する工程と、基
板側電極に接続するバンプを切欠部に形成する工程と、基板上のマトリックス状に形成さ
れた信号線の上にバンプを形成する工程と、前記両バンプが一体化するように各振動子と
前記基板とを接合することにより基板に電気的に接続された信号線と基板側電極とが電気
的に接続する工程とを経て２次元アレイ超音波プローブを製造する技術が開示されている
。
【００１０】
　特許文献４には、「基板上に、請求項２記載の圧電振動子の、個々の微小振動体に１対
１で対応する複数のスイッチング素子を配列した実装基板を備えるとともに、この実装基
板を、上記圧電振動子の、（Ｉ）の電極層を形成した側の面に、当該電極層を挟んで、個
々の微小振動体とスイッチング素子とが圧電振動子の面方向に重なるように位置合わせし
つつ重ね合わせ、かつ実装基板と圧電振動子とを圧着させることによって、面方向に重な
った個々の微小振動体とスイッチング素子とを電極層を介して電気的に接続したことを特
徴とする実装デバイス。（［請求項６］）」と記載されている。
【００１１】
　また、下記特許文献４には、「圧電振動部材１の表面の、微細電極をパターン形成する
領域を覆うエッチングレジスト層Ｒ２を形成する。次に金属薄膜Ｍの、エッチングレジス
ト層Ｒ２で覆われていない領域を選択的にエッチング除去したのち、エッチングレジスト
層Ｒ２を除去すると、圧電振動部材１の表面の、エッチングレジスト層Ｒ２を形成した領
域に選択的に、微細電極２２がパターン形成されて、電極アレイ２が形成される。」と記
載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１２】
【特許文献１】特開平７－１３１８９５号公報
【特許文献２】特開２００１－３０９４９３号公報
【特許文献３】特開平５－１２３３１７号公報
【特許文献４】特開２００４－８８０５６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
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【００１３】
　従来では、各圧電素子（振動子）と音響制動部材とを単純に接合する手法を採用してい
た。この手法の場合、圧電体と音響制動部材とがどの部位でも完全に一定間隔を介して平
行に対向するときには、各圧電素子と音響制動部材との電気的な導通を確保することがで
きる。
【００１４】
　ところが、現実的には、各圧電素子が音響制動部材と接合する際に傾いたり部分的に浮
き上がったりして、各圧電素子と音響制動部材との間のギャップにバラツキが生じ、全て
の圧電素子を音響制動部材側の電極と接続することが困難であった。
【００１５】
　本発明は、上述した問題点を解決するためになされたものであり、各圧電素子と音響制
動部材との電気的接続を確実に確保することのできる超音波探触子の製造方法、超音波探
触子及び超音波診断装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１６】
　請求項１に記載の発明は、圧電現象を利用することによって電気信号と超音波信号とを
相互に変換する複数の圧電素子が２次元的に配列されてなる圧電部と、超音波吸収材を用
いて構成され、前記圧電部から放射される超音波を吸収する音響制動部材とが積層されて
なる超音波探触子の製造方法であって、前記音響制動部材及び前記各圧電素子に電極面を
それぞれ形成するとともに、前記音響制動部材の電極面及び前記圧電素子の電極面のうち
少なくとも一方を微小な凸部を複数備えた電極面として形成する第１の工程と、前記音響
制動部材と前記各圧電素子とを前記各電極面同士で接合する第２の工程とを有するもので
ある。
【００１７】
　この発明によれば、前記音響制動部材及び前記各圧電素子に電極面をそれぞれ形成する
とともに、前記音響制動部材の電極面及び前記圧電素子の電極面のうち少なくとも一方を
微小な凸部を複数備えた電極面として形成し、前記音響制動部材と前記各圧電素子とを前
記各電極面同士で接合するようにしたので、各圧電素子と音響制動部材との間のギャップ
にバラツキがあっても、各圧電素子の電極面と音響制動部材の電極面との電気的な接続を
確実に確保することができる。
【００１８】
　請求項２に記載の発明は、請求項１に記載の超音波探触子の製造方法において、前記第
２の工程は、前記音響制動部材の電極面と前記各圧電素子の電極面とを対向させ、前記各
凸部及び前記各凸部との対向部位のうち少なくとも一方が変形する態様で、前記音響制動
部材と前記各圧電素子とを前記各電極面同士で接合する工程である。
【００１９】
　この発明によれば、前記各電極面同士を対向させて、前記各凸部及び前記各凸部との対
向部位のうち少なくとも一方が変形する態様で、前記音響制動部材と前記各圧電素子とを
前記各電極面同士で接合するようにしたので、各圧電素子と音響制動部材との間のギャッ
プにバラツキがあっても、各圧電素子の電極面と音響制動部材の電極面との電気的な接続
を確実に確保することができる。
【００２０】
　請求項３に記載の発明は、請求項２に記載の超音波探触子の製造方法において、前記第
１の工程は、前記音響制動部材に導電性樹脂を用いて前記凸部を複数備えた電極面を形成
する工程と、銀焼付け工法により前記圧電素子に前記電極面を形成する工程とを含み、前
記第２の工程は、前記音響制動部材に形成された前記各凸部が前記圧電素子に形成された
電極面に突き刺さる態様で、前記音響制動部材と前記各圧電素子とを前記電極面同士で接
合する工程である。
【００２１】
　この発明によれば、前記音響制動部材に導電性樹脂を用いて形成された複数の凸部を、
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銀焼付け工法により前記圧電素子に形成された電極面に突き刺す態様で、前記音響制動部
材と前記各圧電素子とを前記電極面同士で接合するようにしたので、各圧電素子と音響制
動部材との間のギャップにバラツキがあっても、各圧電素子の電極面と音響制動部材の電
極面との電気的な接続を確実に確保することができる。
【００２２】
　請求項４に記載の発明は、請求項３に記載の超音波探触子の製造方法において、前記音
響制動部材に導電性樹脂を用いて前記凸部を複数備えた電極面を形成する工程は、前記各
圧電素子の配列態様に対応して前記音響制動部材に貫通孔をそれぞれ形成する工程と、前
記各貫通孔に前記導電性樹脂を充填する工程と、前記各貫通孔に形成された各充填体の端
部に導電性樹脂を用いて板状の電極基部を形成する工程と、スクリーン印刷工法により前
記電極基部に導電性樹脂を用いて前記凸部を複数形成することにより前記凸部を複数備え
た電極面を形成する工程とを含むものである。
【００２３】
　この発明によれば、微小な凸部を複数備えた電極面を音響制動部材に形成することがで
きる。
【００２４】
　請求項５に記載の発明は、請求項２に記載の超音波探触子の製造方法において、前記第
１の工程は、前記圧電素子の表面に対して粗面化処理を施して凸部を複数形成する工程と
、前記粗面化処理が施された前記表面に金属膜を形成することにより前記凸部を複数備え
た電極面を形成する工程と、前記音響制動部材に導電性樹脂又は金属材料を用いて前記電
極面を形成する工程とを含み、前記第２の工程は、前記各凸部が圧縮される態様で、前記
音響制動部材と前記各圧電素子とを前記電極面同士で接合する工程である。
【００２５】
　この発明によれば、圧電素子に形成された複数の凸部を、音響制動部材に導電性樹脂又
は金属材料を用いて形成された電極面に押し付けて前記各凸部が圧縮される態様で、前記
音響制動部材と前記各圧電素子とを前記電極面同士で接合するようにしたので、各圧電素
子と音響制動部材との間のギャップにバラツキがあっても、各圧電素子の電極面と音響制
動部材の電極面との電気的な接続を確実に確保することができる。
【００２６】
　請求項６に記載の発明は、圧電現象を利用することによって電気信号と超音波信号とを
相互に変換する複数の圧電素子が２次元的に配列されてなる圧電部と、超音波吸収材を用
いて構成され、前記圧電部から放射される超音波を吸収する音響制動部材とが積層されて
なる超音波探触子であって、請求項１乃至５の何れかに記載の製造方法により製造された
ものである。
【００２７】
　請求項７に記載の発明は、圧電現象を利用することによって電気信号と超音波信号とを
相互に変換する複数の圧電素子が２次元的に配列されてなる圧電部と、超音波吸収材を用
いて構成され、前記圧電部から放射される超音波を吸収する音響制動部材とが積層されて
なる超音波探触子であって、前記音響制動部材に形成された電極面と、前記各圧電素子に
形成された電極面とを備え、前記音響制動部材の電極面及び前記圧電素子の電極面のうち
少なくとも一方の電極面に形成された複数の微小な凸部を介して前記音響制動部材と前記
各圧電素子とが前記各電極面同士で接合されているものである。
【００２８】
　これらの発明によれば、圧電部に２次元的に配列された各圧電素子と音響制動部材との
電気的な接続が確実に確保された超音波探触子を実現することができる。
【００２９】
　請求項８に記載の発明は、被検体に超音波信号を出力し、該被検体により反射された超
音波信号を電気信号に変換して出力する請求項６又は７に記載の超音波探触子と、前記超
音波探触子から出力される電気信号を受信し、該電気信号に基づき前記被検体の内部状態
の画像を生成する画像処理部とを備える超音波診断装置である。



(7) JP 2010-206746 A 2010.9.16

10

20

30

40

50

【００３０】
　この発明によれば、圧電部に備えられる各圧電素子と音響制動部材との電気的な接続が
確実に確保された超音波探触子を有する超音波診断装置を実現することができる。
【発明の効果】
【００３１】
　本発明によれば、各圧電素子と音響制動部材との電気的接続を確実に確保することがで
きる。
【図面の簡単な説明】
【００３２】
【図１】本発明に係る超音波診断装置の外観構成の一例を示す図である。
【図２】超音波診断装置の電気的な構成を示すブロック図である。
【図３】超音波診断装置における超音波探触子の構成を示す図である。
【図４】音響制動部材と圧電部との接合工程に係る第１の実施形態を説明するための図で
ある。
【図５】電極基部及び凸部の構成を示す拡大図である。
【図６】音響制動部材の接合予定面と圧電部の接合予定面とを接合したときの、或る圧電
素子と音響制動部材とのギャップΔｄ１と、別の圧電素子と音響制動部材とのギャップΔ
ｄ２（Δｄ１＜Δｄ２）とが異なる場合を表した図である。
【図７】音響制動部材と圧電部との接合工程に係る第２の実施形態を説明するための図で
ある。
【図８】音響制動部材の接合予定面と圧電部の接合予定面とを接合したときの、或る圧電
素子と音響制動部材とのギャップΔｄ１１と、別の圧電素子と音響制動部材とのギャップ
Δｄ１２（Δｄ１１＜Δｄ１２）が異なる場合を表した図である。
【発明を実施するための形態】
【００３３】
　以下、本発明に係る実施の一形態を図面に基づいて説明する。なお、各図において同一
の符号を付した構成は、同一の構成であることを示し、その説明を省略する。また、本明
細書において、総称する場合には添え字を省略した参照符号で示し、個別の構成を指す場
合には添え字を付した参照符号で示す。
【００３４】
　図１は、超音波診断装置の外観構成を示す図である。図２は、超音波診断装置の電気的
な構成を示すブロック図である。図３は、超音波診断装置における超音波探触子の構成を
示す図である。
【００３５】
　超音波診断装置Ｓは、図１及び図２に示すように、図略の生体等の被検体に対して超音
波（第１超音波信号）を送信すると共に、この被検体で反射した超音波の反射波（エコー
、第２超音波信号）を受信する超音波探触子２と、超音波探触子２とケーブル３を介して
接続され、超音波探触子２へケーブル３を介して電気信号の送信信号（送信電気信号）を
送信することによって超音波探触子２に被検体に対して第１超音波信号を送信させると共
に、超音波探触子２で受信された被検体内から来た第２超音波信号に応じて超音波探触子
２で生成された電気信号の受信信号（受信電気信号）に基づいて被検体内の内部状態を超
音波画像として画像化する超音波診断装置本体１とを備えて構成される。
【００３６】
　超音波診断装置本体１は、例えば、図２に示すように、操作入力部１１と、送信部１２
と、受信部１３と、画像処理部１４と、表示部１５と、制御部１６とを備えて構成されて
いる。
【００３７】
　操作入力部１１は、診断開始を指示するコマンドや被検体の個人情報のデータ等を入力
するものであり、例えば、複数の入力スイッチを備えた操作パネルやキーボード等である
。
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【００３８】
　送信部１２は、制御部１６の制御に従って、超音波探触子２へケーブル３を介して電気
信号の送信信号を供給して超音波探触子２に第１超音波信号を発生させる回路である。送
信部１２は、例えば、高電圧のパルスを生成する高圧パルス発生器等を備えて構成される
。受信部１３は、制御部１６の制御に従って、超音波探触子２からケーブル３を介して電
気信号の受信信号を受信する回路であり、この受信信号を画像処理部１４へ出力する。受
信部１３は、例えば、ケーブル３の伝送損失（伝送ロス）を補償すべく、受信信号を予め
設定された所定の増幅率で増幅する増幅器、および、この増幅器で増幅された受信信号を
アナログ信号からディジタル信号へ変換するアナログ－ディジタル変換器等を備えて構成
される。
【００３９】
　画像処理部１４は、制御部１６の制御に従って、受信部１３で受信した受信信号に基づ
いて被検体内の内部状態を表す画像（超音波画像）を生成する回路である。
【００４０】
　画像処理部１４は、第１超音波信号の周波数帯と略同一の周波数帯の超音波信号を第２
超音波信号して受信部１３で受信し、この受信した受信信号に基づいて被検体の超音波画
像を生成するように構成されてもよいが、より高精度の超音波画像を得る観点から、画像
処理部１４は、上述のハーモニックイメージング技術によって、受信部１３で受信した受
信信号に基づいて被検体の超音波画像を生成するように構成されてもよい。
【００４１】
　このハーモニックイメージング技術には、例えば、特開２００１－２８６４７２号公報
等に開示されているように、大別すると、フィルタ法と位相反転法（パルスインバージョ
ン法）との２つの方法がある。このフィルタ法は、高調波検出フィルタによって基本波成
分と高調波成分とを分離し、高調波成分だけを抽出し、この高調波成分から超音波画像を
生成する方法である。また、この位相反転法は、同一方向に続けて互いに位相が反転して
いる第１および第２送信信号を送信し、これら第１および第２送信信号に対応する第１お
よび第２受信信号を加算することによって高調波成分を抽出し、この高調波成分から超音
波画像を生成する方法である。第１および第２受信信号における基本波成分は位相が反転
しているが、高調波の例えば第２次高調波成分は同相となるため、第１および第２受信信
号を加算することによってこの第２次高調波成分が抽出される。
【００４２】
　この画像処理部１４では、例えば、フィルタ法によって受信信号から高調波成分が抽出
され、この抽出された高調波成分に基づいてハーモニックイメージング技術を用いて被検
体の超音波画像が生成される。また、例えば、画像処理部１４では位相反転法によって受
信信号から高調波成分が抽出され、この抽出された高調波成分に基づいてハーモニックイ
メージング技術を用いて被検体の超音波画像が生成される。
【００４３】
　表示部１５は、制御部１６の制御に従って、画像処理部１４で生成された被検体の超音
波画像を表示する装置である。表示部１５は、例えば、ＣＲＴディスプレイ、ＬＣＤ（液
晶ディスプレイ）、有機ＥＬディスプレイおよびプラズマディスプレイ等の表示装置やプ
リンタ等の印刷装置等である。
【００４４】
　制御部１６は、例えば、マイクロプロセッサ、記憶素子およびその周辺回路等を備えて
構成され、これら超音波探触子２、操作入力部１１、送信部１２、受信部１３、画像処理
部１４および表示部１５を当該機能に応じてそれぞれ制御することによって超音波診断装
置Ｓの全体制御を行う回路である。
【００４５】
　超音波探触子（超音波プローブ）２は、被検体内に第１超音波信号を送信しこの第１超
音波信号に基づく被検体内から来た第２超音波信号を受信する装置である。超音波探触子
２は、例えば、図３（Ａ）に示すように、平板状の音響制動部材２１（２１Ａ、２１Ｂ、
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２１Ｃ）と、この音響制動部材２１の一方主面上に積層された圧電部２２と、この圧電部
２２上に積層された音響整合層２３と、この音響整合層２３上に積層された音響レンズ２
４とを備えて構成される。
【００４６】
　音響制動部材２１は、超音波を吸収する材料（超音波吸収材）から構成され、主に、圧
電部２２から音響制動部材２１方向へ放射される超音波を吸収するものである。音響制動
部材２１は、超音波を充分に減衰することによって圧電部２２の音響的特性を良好に保つ
べく、使用される超音波の波長に対して充分な厚みを有していることが好ましい。
【００４７】
　また、音響制動部材２１は、圧電部２２を機械的に支持するものであり、また、第１超
音波信号のパルス波形を短くすべく音響的に制動をかけるものである。音響制動部材２１
は、一般に、音響負荷部材、バッキング層、ダンパ層あるいは音響吸収部材とも呼ばれる
。音響制動部材２１の材料として、例えばエポキシ樹脂等の樹脂に音響散乱粉体を混ぜた
材料が挙げられる。このような材料では音響散乱体によって超音波の減衰率を大きくする
ことができる。
【００４８】
　前記音響散乱粉体は、タングステン（Ｗ）、モリブデン（Ｍｏ）、銀（Ａｕ）、白金（
Ｐｔ）、パラジウム（Ｐｄ）、インジウム（Ｉｎ）、スカンジウム（Ｓｃ）、イットリウ
ム（Ｙ）およびタンタル（Ｔａ）等を挙げることができるが、コストや入手の容易性から
、本実施形態では、タングステンが用いられる。そして、音響制動部材２１には、電気的
な導体である複数の柱状導電部１０２（図４参照）が超音波吸収材に埋設されている。音
響制動部材２１については、後述でさらに詳述される。
【００４９】
　圧電部２２は、音響制動部材２１における複数の柱状導電部１０２と電気的にそれぞれ
接続され、圧電現象を利用することによって電気信号と超音波信号とを相互に変換する複
数の圧電素子を備えて構成される。
【００５０】
　圧電部２２は、これら複数の圧電素子が、互いに所定の間隔を空けて平面視にて線形独
立な２方向にｍ行×ｎ列でアレイ状に２次元配列して構成されている。ｍ、ｎは、正の整
数であり、例えば、ｍ＝ｎ＝１２８である。この場合、圧電素子の個数は、１２８×１２
８＝１６３８４であり、これに応じて音響制動部材２１の柱状導電部１０２も１６３８４
本となる。前記所定の間隔を空けることによって生じる隙間には、複数の圧電素子間のク
ロストークを低減する観点から、超音波吸収材が充填されていることが好ましい。
【００５１】
　各圧電素子は、圧電材料から成る圧電体における互いに対向する両面にそれぞれ電極を
備えて構成されている。各圧電素子における電極の一方は接地され、電極の他方は音響制
動部材２１の柱状導電部１０２に電気的に接続される。この圧電体の厚さは、例えば、送
受信すべき超音波の周波数や圧電材料の種類等によって適宜に設定される。
【００５２】
　これら複数の圧電素子のそれぞれには、送信部１２からケーブル３を介して超音波探触
子２に入力された電気信号の送信信号が、前記複数の柱状導電部１０２のそれぞれを介し
て入力される。各圧電素子は、この電気信号を圧電現象を利用することにより超音波信号
に変換して該超音波信号を送信する。
【００５３】
　そして、超音波探触子２が被検体に当てられることにより、圧電部２２の各圧電素子で
生成された超音波信号が第１超音波信号として被検体内へ送信される。一方、圧電部２２
の各圧電素子は、第１超音波信号に基づく被検体内から来た第２超音波信号を受信し、こ
の受信した第２超音波信号を圧電現象を利用することにより電気信号に変換して該電気信
号を出力する。この電気信号は、各圧電素子の電極から前記複数の柱状導電部１０２のそ
れぞれを介して出力される。この電気信号は、超音波探触子２からケーブル３を介して超
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音波診断装置本体１の受信部１３へ出力される。
【００５４】
　ここで、圧電部２２は、図３（Ｂ）に示すように、音響制動部材２１の一方主面上に積
層された送信用圧電部２２１と、この送信用圧電部２２１上に積層された中間層２２２と
、この中間層２２２上に積層された受信用圧電部２２３とを備えて構成されてもよい。
【００５５】
　送信用圧電部２２１は、無機圧電材料を備えて成り、圧電現象を利用することによって
送信電気信号を第１超音波信号に変換するものである。無機圧電材料は、例えば、所謂Ｐ
ＺＴ、水晶、ニオブ酸リチウム（ＬｉＮｂＯ３）、ニオブ酸タンタル酸カリウム（Ｋ（Ｔ
ａ，Ｎｂ）Ｏ３）、チタン酸バリウム（ＢａＴｉＯ３）、タンタル酸リチウム（ＬｉＴａ
Ｏ３）およびチタン酸ストロンチウム（ＳｒＴｉＯ３）等である。
【００５６】
　中間層（バッファ層）２２２は、送信用圧電部２２１と受信用圧電部２２３とを積層す
るための部材である。本実施形態では、中間層２２２は、送信用圧電部２２１と受信用圧
電部２２３との音響インピーダンスを整合させる部材である。
【００５７】
　受信用圧電部２２３は、有機圧電材料を備えて成り、圧電現象を利用することによって
、第１超音波信号に基づく被検体内から来た第２超音波信号を受信電気信号に変換するも
のである。前記有機圧電材料としては、例えば、フッ化ビニリデンの重合体、或いは、フ
ッ化ビニリデン（ＶＤＦ）系コポリマを用いることができる。フッ化ビニリデン系コポリ
マは、フッ化ビニリデンと他の単量体との共重合体（コポリマ）であり、他の単量体とし
ては、３フッ化エチレン、テトラフルオロエチレン、パーフルオロアルキルビニルエーテ
ル（ＰＦＡ）、パーフルオロアルコキシエチレン（ＰＡＥ）およびパーフルオロヘキサエ
チレン等を用いることができる。フッ化ビニリデン系コポリマは、その共重合比によって
厚み方向の電気機械結合定数（圧電効果）が変化するので、例えば、超音波探触子２の仕
様等に応じて適宜な共重合比が採用される。
【００５８】
　このような構成では、圧電部２２が送信用圧電部２２１と受信用圧電部２２３とに機能
分離されており、送信用圧電部２２１が無機圧電材料を備えて構成されている。したがっ
て、送信パワーを比較的簡単な構造で大きくすることが可能である。このため、この圧電
部２２を備える超音波探触子２は、比較的大きなパワーで基本波の第１超音波信号を送信
することができ、より大きな第２超音波信号の高調波成分を得ることができる。
【００５９】
　そして、受信用圧電部２２３が有機圧電材料を備えて構成されている。したがって、こ
の圧電部２２を備える超音波探触子２は、周波数帯域を比較的簡単な構造で広帯域にする
ことが可能であるため、第２超音波信号に含まれる高調波成分を受信することが可能とな
る。このため、この超音波探触子２は、第２超音波信号の高周波成分を好適に受信するこ
とができる。特に、このような構成の圧電部２２を備える超音波探触子２は、第２超音波
信号の高調波成分を好適に受信することができるので、上述のハーモニックイメージング
技術によって超音波画像を形成する超音波診断装置Ｓに好適である。
【００６０】
　また、図３（Ｂ）に示すように、送信用圧電部２２１と受信用圧電部２２３とが積層さ
れているので、圧電部２２および超音波探触子２を小型化することが可能となる。また、
図３（Ｂ）に示すように、第１および第２超音波信号の送受信面（音響レンズ２４の表面
）と送信用圧電部２２１との間に受信用圧電部２２３が配置されているので、受信ノイズ
を低減してＳＮ比を向上させることが可能となる。
【００６１】
　図３（Ａ）に戻って、音響整合層２３は、圧電部２２の音響インピーダンスと被検体の
音響インピーダンスとの整合をとる部材である。音響整合層２３は、単層で構成されても
よく、あるいは、複数層で構成されてもよい。例えば、受信周波数帯域を広帯域化する場
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合では、音響整合層２３は、複数層で構成されることが好ましい。音響レンズ２４は、被
検体に向けて送信される超音波を収束する部材であり、例えば、図３に示すように、円弧
状に膨出した形状とされている。なお、音響整合層２３と音響レンズ２４とは、一体に構
成されてよい。
【００６２】
　このような構成の超音波診断装置Ｓでは、例えば、操作入力部１１から診断開始の指示
が入力されると、制御部１６の制御によって送信部１２で電気信号の送信信号が生成され
る。この生成された電気信号の送信信号は、ケーブル３を介して超音波探触子２へ供給さ
れる。この電気信号の送信信号は、例えば、所定の周期で繰り返される電圧パルスである
。圧電部２２では、この電気信号の送信信号が供給されることによってその複数の圧電素
子のそれぞれがその厚み方向に伸縮し、この電気信号の送信信号に応じて超音波振動する
。この超音波振動によって、圧電部２２は、音響整合層２３および音響レンズ２４を介し
て超音波（第１超音波信号）を放射する。超音波探触子２が被検体に例えば当接されてい
ると、これによって超音波探触子２から被検体に対して第１超音波信号が送信される。
【００６３】
　なお、超音波探触子２は、被検体の表面上に当接して用いられてもよいし、被検体の内
部に挿入して、例えば、生体の体腔内に挿入して用いられてもよい。
【００６４】
　この被検体に対して送信された第１超音波信号は、被検体内部における音響インピーダ
ンスが異なる１または複数の境界面で反射され、超音波の反射波（第２超音波信号）とな
る。この第２超音波信号には、送信された第１超音波信号の周波数（基本波の基本周波数
）成分だけでなく、基本周波数の整数倍の高調波の周波数成分も含まれる。
【００６５】
　例えば、基本周波数の２倍、３倍および４倍などの第２次高調波成分、第３次高調波成
分および第４次高調波成分等も含まれる。この第２超音波信号は、超音波探触子２で受信
される。より具体的には、この第２超音波信号は、音響レンズ２４および音響整合層２３
を介して圧電部２２で受信され、圧電部２２で機械的な振動が電気信号に変換されて受信
信号として取り出される。この取り出された電気信号の受信信号は、超音波探触子２から
ケーブル３を介して超音波診断装置本体１の受信部１３で受信される。受信部１３は、こ
の入力された受信信号を受信処理し、より具体的には、例えば増幅した後にアナログ信号
からディジタル信号へ変換して画像処理部１４へ出力する。
【００６６】
　ここで、上述において、圧電部２２の各圧電素子から順次に第１超音波信号が被検体に
向けて送信され、被検体で反射した第２超音波信号が圧電部２２で受信される。
【００６７】
　そして、画像処理部１４は、制御部１６の制御によって、受信部１３で受信した受信信
号に基づいて、送信から受信までの時間や受信強度等から被検体の超音波画像を生成し、
表示部１５は、制御部１６の制御によって、画像処理部１４で生成された被検体の超音波
画像を表示する。なお、画像処理部１４は、上述のハーモニックイメージング技術によっ
て被検体の超音波画像を生成しても良い。
【００６８】
　ところで、本件においては、前記超音波探触子２の製造過程で行われる音響制動部材２
１と圧電部２２との接合工程において、次のような工法が採用されている点が従来技術と
相違する。以下、この点について説明する。図４は、音響制動部材２１と圧電部２２との
接合工程に係る第１の実施形態を説明するための図である。
【００６９】
　（第１の実施形態）
　図４（ａ）に示すように、まず、音響制動部材２１の素材となる基材１００（以下、バ
ッキング材１００という）の接合予定面１０４（図４（ａ）では上面）に対し、後述する
別の工程で生成する圧電素子１１５の配列状態に対応する態様（マトリックス状）で貫通
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孔１０１を形成し、図４（ｂ）に示すように、前記各貫通孔１０１に導電性ペーストを充
填して柱状導電部１０２をそれぞれ形成する。
【００７０】
　なお、前記バッキング材１００の厚みは、１．５～２．５ｍｍの範囲の厚みが好ましく
、また、前記各貫通孔１０１の直径は、１００～１５０μｍの範囲の長さが好ましい。さ
らに、前記貫通孔１０１に充填される導電性ペーストとしては、溶剤を含まず且つ分散さ
れた金属が比較的小さな導電性ペースト（例えばタツタシステム・エレクトロニクス株式
会社製のＡＥ１６５０など）が好ましいが、樹脂に金属を分散して混合したものであれば
使用可能である。
【００７１】
　次に、図４（ｃ）に示すように、無電界メッキ及び／又は電界メッキによって、前記柱
状導電部１０２の端部に銅又は銅の表面に金を被覆した平板状の電極基部１０３を形成す
る。この時点におけるバッキング材１００の接合予定面１０４には、金属で形成された電
極基部１０３が各圧電素子の配列状態に対応する態様で配列する。なお、図４（ｃ）に示
す下面１０５側に形成された電極基部１０３は図略の基板と接続される電極である。
【００７２】
　さらに、図４（ｄ）に示すように、スクリーン印刷技術によって接合予定面１０４に形
成された電極基部１０３上に微小な凸部１０６を形成する。これにより、音響制動部材２
１の接合予定面１０４に、微小な凸部１０６を有する電極面が形成される。なお、スクリ
ーン印刷処理で用いるマスクはフォトマスクにより予め製造する。なお、微小な凸部１０
６は、電極基部１０３上にのみ形成する必要はなく、接合予定面１０４全面に形成しても
性能上特に問題は生じない。
【００７３】
　図５は、電極基部１０３及び凸部１０６の構成を示す拡大図である。図５に示すように
、前記凸部１０６は、底面の直径Ｒが例えば１０μｍ、高さＨが例えば１５μｍの円錐形
状に形成される。ただし、底面の直径Ｒや高さＨは、２～２００μｍを好適な設定範囲と
して、該範囲内で電極基部１０３の数や密度等に応じて適宜設定するとよい。
【００７４】
　一方、圧電部２２側においては、図４（ｅ）に示すように、圧電部２２の素材となる圧
電基材１１０の上下面１１１，１１２に、図４（ｆ）に示すように、銀焼付け工法により
電極層１１３，１１４を形成する。銀焼付け工法においては、金属銀（Ａｇ）の粉末に硼
珪酸鉛ガラスのフリットを少量混合したものを有機溶剤でペースト状に溶解し、それをハ
ケやスクリーンによってセラミック表面に塗布し、それを５００～８００（℃）に加熱し
て有機物を分解し、ガラスフリットを溶融して銀粒子をセラミック表面に密着させること
が行われる。
【００７５】
　次に、図４（ｇ）に示すように、電極層１１３，１１４が形成された圧電基材１１０を
その下面１１２側からみて格子状（マトリックス状）に切断する。これにより、複数の圧
電素子１１５が、隣接する圧電素子１１５との間に一定の間隙１１６を有する形態で形成
される。
【００７６】
　そして、図４（ｈ）に示すように、前記間隙１１６に例えば高分子材料等の絶縁材料か
らなる充填材を充填し、隔壁部１１７を形成する。なお、図４（ｇ）では、下面１１２が
音響制動部材２１との接合予定面である。
【００７７】
　以上のように音響制動部材２１と圧電部２２とをそれぞれ製造すると、音響制動部材２
１の接合予定面１０４と圧電部２２の接合予定面１１２とのうち少なくとも一方の面に（
ここでは、圧電部２２の接合予定面１１２にのみ）、例えばエポキシ系接着剤などの接着
剤を塗布した後、図４（ｉ）に示すように、音響制動部材２１の接合予定面１０４と圧電
部２２の接合予定面１１２とを対向させて、音響制動部材２１と圧電部２２とを圧着する
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。
【００７８】
　このとき、導電性ペーストで形成された、音響制動部材２１の凸部１０６は、圧電部２
２に形成された電極層１１４より硬度が大きいため、該電極層１１４に突き刺さる（前記
変形の一態様）。これにより、音響制動部材２１と圧電部２２とが電気的に導通する構成
となる。
【００７９】
　以上のように、本実施形態によれば、音響制動部材２１の接合予定面１０４に、微小な
凸部１０６を有する電極面を形成し、この音響制動部材２１の接合予定面１０４と圧電部
２２の接合予定面１１２とを接合するようにしたので、各圧電素子１１５を音響制動部材
２１に対して確実に電気的に導通（結合）させることができる。
【００８０】
　すなわち、図６に示すように、音響制動部材２１の接合予定面１０４と圧電部２２の接
合予定面１１２とを接合したときの、或る圧電素子１１５と音響制動部材２１とのギャッ
プΔｄ１と、別の圧電素子１１５と音響制動部材２１とのギャップΔｄ２（図６ではΔｄ
１＜Δｄ２）とが異なる場合を想定する。
【００８１】
　このとき、本実施形態のように凸部１０６を形成しないものとすると、音響制動部材２
１とのギャップがΔｄ１となる圧電素子１１５（図６では左側の圧電素子１１５）につい
ては、圧電部２２に塗布された接着剤層１０７が音響制動部材２１に付着して、該接着剤
層１０７を介して音響制動部材２１と電気的に導通させることができたとしても、音響制
動部材２１とのギャップがΔｄ２となる圧電素子１１５（図６では右側の圧電素子１１５
）については、前記接着剤層１０７が音響制動部材２１には付着せず（届かず）、音響制
動部材２１と電気的に導通させることができない場合がある。
【００８２】
　これに対し、本実施形態においては、音響制動部材２１の接合予定面１０４に前記凸部
１０６を有する電極を形成し、音響制動部材２１と圧電部２２との接合時に前記凸部１０
６が圧電部２２の電極に突き刺さる構成としたので、音響制動部材２１とのギャップが比
較的大きい圧電素子１１５であっても、前記凸部１０６を介して音響制動部材２１と電気
的に導通させることができる。
【００８３】
　すなわち、前記凸部１０６によって、音響制動部材２１と圧電素子１１５とのギャップ
のバラツキが吸収されることとなる。これにより、圧電部２２と音響制動部材２１との間
のギャップにバラツキが生じている場合であっても、各圧電素子１１５を音響制動部材２
１と確実に電気的に導通させることができる。
【００８４】
　（第２の実施形態）
　次に、音響制動部材２１と圧電部２２との接合工程に係る第２の実施形態について説明
する。図７は、音響制動部材２１と圧電部２２との接合工程に係る第２の実施形態を説明
するための図である。
【００８５】
　音響制動部材２１における電極の製造については、図７（ａ）～（ｃ）に示すように、
図４（ａ）～（ｃ）と同様の処理を行う。すなわち、図７（ａ）に示すように、まず、音
響制動部材２１の素材となる基材２００（以下、バッキング材２００という）の接合予定
面２０４（図７（ａ）では上面）に対し、後述する別の工程で生成する圧電素子２１５の
配列状態に対応する態様（マトリックス状）で貫通孔２０１を形成し、図７（ｂ）に示す
ように、前記各貫通孔２０１に導電性ペーストを充填し、柱状導電部２０２をそれぞれ形
成する。
【００８６】
　次に、図７（ｃ）に示すように、前記スクリーン印刷等の印刷技術によって、前記柱状
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導電部２０２の端部に前記導電性ペーストを用いて平板状の対向電極２０３を形成する。
本実施形態においては、バッキング材２００に対する加工はここまでであり、音響制動部
材２１に前記第１の実施形態のような凸部１０６を形成する工程（図４（ｄ）で示す工程
）については実施しない。
【００８７】
　一方、圧電部２２における電極の製造については、図７（ｄ）に示すように、該圧電部
２２の素材である圧電基材２１０の接合予定面（図７（ｄ）では下面）２１１に対し、図
７（ｅ）に示すように粗面化処理を施して、接合予定面２１１に２次元に配列する複数の
凸部２１２を形成する。なお、前記粗面化処理としては、例えば、自動研磨装置で適切な
研磨紙や研磨パフを使用すればよい。また、小さな粒状の研磨材あるいは類似のものを物
体の表面に激しく打ちつけて表面を粗面加工するブラストも採用可能である。
【００８８】
　次に、図７（ｆ）に示すように、前記凸部２１２が形成された接合予定面２１１に対し
、スパッタリング加工によって金を材質とする電極膜２１３を成膜する。なお、電極膜２
１３を形成した状態で、圧電基材２１０の接合予定面の表面粗さＲｍａｘが２～１０μｍ
となるように粗面化処理がなされていることが望ましい。そして、図７（ｇ），（ｈ）に
示すように、図４（ｆ），（ｇ）と同様の切断加工処理及び充填材の充填処理を実施する
。これにより、微小な凸部２１２を有する電極面が形成される。
【００８９】
　以上のように音響制動部材２１と圧電部２２とをそれぞれ製造すると、前記音響制動部
材２１の接合予定面２０４と前記圧電部２２の接合予定面２１１とのうち少なくとも一方
の面（ここでは、圧電部２２の接合予定面２１１にのみ）、例えばエポキシ系接着剤など
の接着剤を塗布した後、図４（ｉ）に示すように、音響制動部材２１の接合予定面２０４
と圧電部２２の接合予定面２１１とを対向させて、音響制動部材２１と圧電部２２とを圧
着する。
【００９０】
　このとき、圧電部２２の凸部２１２は、音響制動部材２１に形成された前記対向電極２
０３より硬度が小さい。したがって、音響制動部材２１と圧電部２２とを各接合予定面２
０４，２１１同士で接合させて圧着すると、前記凸部２１２は圧縮されて一部が潰れる（
前記変形の一態様）。これにより、音響制動部材２１と圧電部２２とが電気的に導通する
こととなる。
【００９１】
　以上のように、本実施形態によれば、圧電部２２の接合予定面２１１に、微小な凸部２
１２を有する電極面を形成し、音響制動部材２１と圧電部２２とを接合予定面２０４，２
１１同士で接合するようにしたので、音響制動部材２１と圧電部２２との電気的な導通を
確実に確保することができる。
【００９２】
　すなわち、図８に示すように、音響制動部材２１の接合予定面２０４と圧電部２２の接
合予定面２１１とを接合したときの、或る圧電素子２１５と音響制動部材２１とのギャッ
プΔｄ１１と、別の圧電素子２１５と音響制動部材２１とのギャップΔｄ１２（図８では
Δｄ１１＜Δｄ１２）が異なる場合を想定する。
【００９３】
　このとき、本実施形態のように凸部２１２を形成しないものとすると、音響制動部材２
１とのギャップがΔｄ１１となる圧電素子２１５（図８では左側の圧電素子２１５）につ
いては、圧電部２２に塗布された接着剤層２０７が音響制動部材２１に付着して、該接着
剤層２０７を介して音響制動部材２１と電気的に導通させることができたとしても、音響
制動部材２１とのギャップがΔｄ１２となる圧電素子２１５（図８では右側の圧電素子２
１５）については、圧電部２２に塗布された接着剤層が音響制動部材２１には付着せず（
届かず）、音響制動部材２１と電気的に導通することができない場合がある。
【００９４】
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　これに対し、本実施形態においては、圧電部２２の接合予定面２１１に前記凸部２１２
を有する電極面を形成し、音響制動部材２１と圧電部２２との接合時に前記凸部２１２が
圧縮されて潰れる構成としたので、音響制動部材２１とのギャップが比較的大きい圧電素
子２１５であっても、前記凸部２１２を介して音響制動部材２１と電気的に導通させるこ
とができる。
【００９５】
　すなわち、前記凸部２１２によって、音響制動部材２１と圧電素子２１５とのギャップ
のバラツキが吸収されることとなる。これにより、圧電部２２と音響制動部材２１との間
のギャップにバラツキが生じている場合であっても、各圧電素子２１５を音響制動部材２
１と確実に電気的に導通させることができる。
【００９６】
　なお、本件は、前記各実施形態に代えて、又は前記実施形態に加えて次のような変形形
態も採用可能である。
【００９７】
　［１］前記第２の実施形態においては、音響制動部材２１と圧電部２２とを各接合予定
面２０４，２１１同士で接合させたときに、圧電部２２側に形成した凸部２１２の一部が
圧縮されて潰れるように形成したが、前記凸部２１２の材質や形状或いは音響制動部材２
１に形成する対向電極２０３の材質等を適宜変更・調整して、前記凸部２１２が前記対向
電極２０３に突き刺さるようにしてもよい。
【００９８】
　この場合、前記第２の実施形態の図７（ｆ）に示す工程、すなわち、金を材質とする電
極膜２１３をスパッタリング加工によって成膜する工程に代えて、圧電基材２１０の前記
粗面化処理が施された接合予定面２１１に導電性ペーストを材質とする電極膜を形成して
凸部２１２を圧電部２２に形成する工程が一例として採用可能である。
【００９９】
　なお、このときに用いる導電性ペーストは、図７（ｂ）に示す工程で用いる、柱状導電
部２０２を構成するための導電性ペーストと同一のものを採用してもよいが、前記凸部２
１２を前記対向電極２０３に刺さり易くするために、該対向電極２０３を構成するための
導電性ペーストの硬度が、前記凸部２１２を構成するための導電性ペーストの硬度に対し
て相対的に小さくなるようにするとよい。また、圧電部２２の接合予定面２１１に形成す
る導電性ペーストの電極膜の膜厚は、２～２０μｍの範囲の膜厚が好ましく、ここでは７
μｍに設定されている。
【０１００】
　本実施形態においても、前記第１、第２の実施形態と同様、音響制動部材２１と圧電部
２２の各圧電素子２１５との電気的な導通を確実に確保することができるという効果が得
られる。
【０１０１】
　［２］前記第１の実施形態では、音響制動部材２１に形成された凸部１０６が、圧電部
２２に形成された電極層１１４に突き刺さる態様で、音響制動部材２１と各圧電素子１１
５との電気的導通を図るようにしたが、前記凸部１０６の材質や形状或いは圧電部２２に
形成する電極層１１４の材質等を変更・調整して、前記凸部１０６の一部が圧縮されて潰
れるようにしてもよい。
【０１０２】
　この場合、凸部１０６の潰れ易さを考慮すると、より先鋭的な形状（直径Ｒに対して高
さＨが相対的に大きい円錐形状）の方が好ましいが、凸部１０６がなす円錐形状を大きく
し過ぎる（体積を大きくし過ぎる）と、音響制動部材２１と圧電部２２との間に形成され
る接着層が厚くなり、超音波の特性上好ましくない。
【０１０３】
　なお、凸部１０６がなす円錐形状をより先鋭的なものにするためには、例えばスクリー
ンの開口の大きさ、導電性ペーストの粘弾性、スキージの速さや材質（硬度）或いは押圧
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【０１０４】
　本実施形態においても、前記第１、第２の実施形態と同様、音響制動部材２１と圧電部
２２の各圧電素子１１５との電気的な導通を確実に確保することができるという効果が得
られる。
【符号の説明】
【０１０５】
Ｓ　　超音波診断装置
１　　超音波診断装置本体
２　　超音波探触子
１６　制御部
２１　音響制動部材
２２　圧電部
１００，２００　バッキング材
１０１，２０１　貫通孔
１０２，２０２　柱状導電部
１０３　電極基部
１０４，１１２，２０４，２１１　接合予定面
１０７　接着剤層
２０３　対向電極
１０６，２１２　凸部
１１０，２１０　圧電基材
１１３，１１４　電極層
１１５，２１５　圧電素子
１１６　間隙
１１７　隔壁部
２１３　電極膜
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